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避難促進施設の避難確保計画作成に係る取組
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<活動火山対策特別措置法> （昭和四十八年七月二十四日法律第六十一号 最終改正：平成二七年七月八日法律第五二号）

第六条 市町村防災会議は、第三条第一項の規定による警戒地域の指定があつたときは、市町村地域防災計画（災害対策
基本法第四十二条第一項 の市町村地域防災計画をいう。以下同じ。）において、当該警戒地域ごとに、次に掲げる事項に
ついて定めなければならない。

五 警戒地域内に次に掲げる施設（火山現象の発生時における当該施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難を確保す
る必要があると認められるものに限る。）がある場合にあつては、これらの施設の名称及び所在地

イ 索道の停留場、宿泊施設その他の不特定かつ多数の者が利用する施設で政令で定めるもの
ロ 社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する者が利用する施設で政令で定めるもの

第八条 第六条第一項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定められた同項第五号の施設（以下この
条において「避難促進施設」という。）の所有者又は管理者は、単独で又は共同して、内閣府令で定めるところにより、避難
訓練その他火山現象の発生時における当該避難促進施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために
必要な措置に関する計画（以下この条において「避難確保計画」という。）を作成しなければならない。

２ 避難促進施設の所有者又は管理者は、避難確保計画を作成したときは、遅滞なく、これを市町村長に報告するとともに、
公表しなければならない。当該避難確保計画を変更したときも、同様とする。

３ 避難促進施設の所有者又は管理者は、避難確保計画の定めるところにより避難訓練を行うとともに、その結果を市町村
長に報告しなければならない。

４ 市町村長は、前二項の規定により報告を受けたときは、避難促進施設の所有者又は管理者に対し、火山現象の発生時に
おける当該避難促進施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な助言又は勧告をすることが
できる。

５ 避難促進施設の所有者又は管理者の使用人その他の従業者は、避難確保計画の定めるところにより、第三項の避難訓
練に参加しなければならない。

６ 避難促進施設の所有者又は管理者は、第三項の避難訓練を行おうとするときは、避難促進施設を利用する者に協力を求
めることができる。

改正活火山法における避難促進施設、避難確保計画の記載
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集客施設等における噴火時等の
避難確保計画作成の手引きについて
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○ 「避難確保計画」を作成すべき施設について
施設の所有者等が作成する「避難確保計画」は、市町村地域防災計画に定める警戒避難体制だけでは、適切かつ円滑な防災対応をとることが困難であ

り、市町村が火山地域全体の防災対応を実施する中で、情報伝達や避難誘導を個別に実施する必要があると考えられる施設において作成する必要があ
る。具体的には、次のような施設が想定される。

①火口近くに位置する施設
突発的な噴火が発生した場合、市町村からの避難指示・勧告等の具体的な防災対応の指示が、噴火後、現場に届くまでにはしばらく時間がかかること
から、各施設においては自らの判断で速やかに防災対応を開始する必要がある。突発的な噴火は、水蒸気噴火等の前兆現象が捉えにくい、比較的小
規模な噴火であることが多く、このような噴火に伴う噴石の飛散で、過去にもたびたび人的被害が発生している。火口近くに位置する施設においては、こ
のような場合を想定した「避難確保計画」を作成しておく必要がある。

②利用者が多い大規模な施設
マグマ噴火等の居住地域へ影響が及ぶ比較的大規模な噴火が発生した場合、居住地域に位置する施設のうち、特に利用者数が多い大規模な施設で
は、避難にあたり混乱が生じることのないよう、施設内の利用者に対する情報伝達や円滑な避難誘導を行うことが必要となるため、このような場合を想
定した「避難確保計画」を作成しておく必要がある。

実際に、「避難確保計画」を作成すべき施設を選定する際には、火山災害は、噴火の規模・形態、地域特性などが火山ごとに多様であることから、各火
山地域の実情を考慮し、火山防災協議会において十分に議論する必要がある。

集客施設等における噴火時等の避難確保計画作成の手引き
における避難確保計画を作成すべき施設等に関する記載

○ 「避難確保計画」作成に係る市町村の役割

市町村は、避難促進施設を市町村地域防災計画に位置付けるときは、あらかじめ、火
山防災協議会の意見を聴くとともに、当該施設の所有者等と十分に調整を行う必要があ
る。
また、市町村は、施設所有者等に、必要な助言や情報提供をするとともに、「避難確保

計画」の作成の支援や、施設所有者等から報告を受けた際に取組が不十分な場合には
助言・勧告を行うことで、実効性の高い避難確保計画とする必要がある。
さらに、市町村は、火山現象に関する情報を、適確に避難促進施設に伝達する必要が

ある。

グループ 施設例

集
客
施
設

Ａ 交通関係施設 ロープウェイ、バスターミナル 等

Ｂ 宿泊施設 ホテル、山小屋 等

Ｃ
利用者が主に屋外で活動する
ことが想定される施設

キャンプ場、スキー場等

Ｄ
その他、利用者が比較的短時
間滞在する施設

観光案内所、土産屋 等

要
配
慮
者

利
用
施
設

Ｅ 医療機関 病院、診察所等

Ｆ
医療機関以外の要配慮者利
用施設

学校、老人福祉施設 等

＜避難促進施設の分類＞
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• 自ら判断し防災対応を開始する必要があり、直ちに災害対応体制をとる。

• 基本的な対応として、施設は市町村に状況を伝達するとともに、利用者等に対

して緊急退避等を呼びかける。

• 市町村とはその後も継続して連絡をとり、情報の共有を図る。

• 噴石等から利用者等を守るため屋外から屋根がある場所への緊急退避の

誘導等を行う。緊急退避後、必要に応じて屋内のより安全な場所への誘導を

行う。その後に、火山活動等の状況に応じて、規制範囲外までの避難誘導
を行う。

５．情報伝達及び避難誘導
【突発的に噴火した場合の基本的な対応】（p29）
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• 市町村からの情報に基づき、規制範囲外まで避難することが必要。

• 噴火警戒レベルの引上げ等に対応した立入規制や避難勧告等について、

市町村から施設に第一報が伝達された場合、施設は利用者等に規制範

囲外まで避難するように呼びかける。

• 市町村とはその後も継続して連絡をとり、情報の共有を図る。

• その後、施設利用者等を、市町村の指示に従い、計画的に規制範囲外まで

避難誘導する

５．情報伝達及び避難誘導
【レベル引上げ等に対応して避難が必要な場合の基本的な対応】（p48）
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• この場合、避難は必要としないが、市町村からの情報を施設の利用者等に伝達

することが必要。

• 噴火警戒レベル引上げや臨時の解説情報等についてが、市町村から施設に伝

達された場合、利用者等に情報を伝達し、危険な範囲に立ち入らないよう

呼びかける。

• 市町村とはその後も継続して連絡をとり、情報の共有を図る。

５．情報伝達及び避難誘導
【立入規制の範囲外で避難が必要ない場合の基本的な対応】（p54）
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火山地域における避難確保計画作成の事例
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他の災害での避難確保計画作成の事例
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